
84 
 

研究助成団体が挑戦する研究成果公開プラットフォームの
可能性 
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研究助成団体と研究成果の公開 
従来の研究助成団体は、助成対象の研究について報告書の提出は義務づけていますが、多く
の研究者は別途論⽂を執筆して学術ジャーナルに投稿し、その成果をもって次の研究費ない
しは昇進につなげています。研究者コミュニティごとに⻑く受け⼊れられている学術ジャー
ナルが存在し、その論⽂が主張する研究の内容は、査読（ピアレビュー）によってその質が
担保されており、⼀定の質が保証された論⽂発表が研究を発展させる最も重要な⼿順である
と認識されています。この学術ジャーナルを利⽤した研究成果公開の仕組みは、査読や出版
に時間がかかること、あるいは価格⾼騰化などの問題を現在抱えています。 

⾮政府系研究助成団体の試み 
英国の⾮政府系研究助成団体であるウェルカム財団（Wellcome Trust）は 2016 年 11 ⽉に、
オープンアクセス（OA）オンラインジャーナル“Wellcome Open Research”を⽴ち上げ、こ
れまで学術ジャーナルが担ってきた助成対象の研究論⽂の公開も⾃⾝が持つサーバーで開始
しました。1) “Wellcome Open Research”では、まず、投稿された論⽂やデータセットを即
時にオープンに公開します。その後に査読を⾏い、質の保証がされた論⽂は⼆次情報データ
ベースなど外部データベースなどにインデックスされ、既存の学術ジャーナルの論⽂と同じ
ように流通します。こうすることで、⼀定の質を担保しつつ迅速かつコストを抑えた公開が
できるとしています。2) 

⽶国の⾮政府系研究助成団体であるゲイツ財団（Gates and Merinda Foundation）3)でも
2017 年 3 ⽉に、"Gates Open Research"を 2017 年後半に⽴ち上げると発表しました。
4)"Gates Open Research"でも、前述の"Wellcome Open Research"をモデルとし、同財団の
助成研究対象の論⽂およびデータの出版の加速を⽬指します。 

誰が研究成果公開を担うのか 
この⾮政府系の研究助成団体が⾃⾝で出版プラットフォームを持つ動きは、政府系の研究助
成にも影響を与え始めています。例えば、欧州委員会（EC）において Horizon2020 助成研究
対象について同様の出版プラットフォームの構築を検討していることが、2017 年 3 ⽉にベル
リンで開催されたオープンサイエンス会議において表明されました。 
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研究助成団体の⽅針が研究者の⾏動に⼤きく影響を与えることは、これまでのオープンアク
セスの義務化の過程などで判明しています。5) ⾮政府系の研究助成団体が先導して出版プラ
ットフォームを⽤意し、既存の学術情報流通システム以上に質も保障された迅速・安価な流
通システムを構築できる可能性を⽰したことで、既存の学術情報流通システムに⼀⽯を投じ
たことになります。 

⼀⽅、研究者には、前述の通り、もともと⾃分の研究成果を出版し、次の研究費や昇進につ
なげたい学術ジャーナルを想定していることが多いのも現実です。この⾮政府系研究助成団
体の⽅針と取り組みが広く研究者に受け⼊れられるかどうかに注⽬が集まります。 
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